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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】信号の送受信時に信号の伝送損失を最小化して
送受信するアンテナ装置を提供する。
【解決手段】アンテナ装置１００は放射金属１１０、放
射金属と連結される接地ＧＮＤ、放射金属と接地との間
に連結されて第１経路を形成し、周波数によってインピ
ーダンス値が変更されるが、所定の周波数に応じて第１
経路を開放されるようにする第１インピーダンス部１２
０及び放射金属と接地との間に連結されて第１経路と並
列である第２経路を形成し、周波数によってインピーダ
ンス値が変更されるが、所定の周波数に応じて第２経路
を短絡されるようにする第２インピーダンス部１３０を
含む。
【選択図】図１



(2) JP 2015-89129 A 2015.5.7

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射金属と、
　前記放射金属と接地との間に連結され、周波数によってインピーダンス値が変更される
が、所定の周波数に応じて共振することにより前記放射金属と前記接地との間が開放され
るようにする第１インピーダンス部と、
　前記放射金属と前記接地との間に連結され、周波数によってインピーダンス値が変更さ
れるが、前記所定の周波数に応じて共振することにより前記放射金属と前記接地との間が
短絡されるようにする第２インピーダンス部と、
を含むアンテナ装置。
【請求項２】
　前記第１インピーダンス部は、第１インダクタと第１キャパシタが並列に連結される、
請求項１に記載のアンテナ装置。
【請求項３】
　前記第２インピーダンス部は、第２インダクタと第２キャパシタが直列に連結される、
請求項１又は２に記載のアンテナ装置。
【請求項４】
　前記第１インピーダンス部は、前記所定の周波数より低い周波数を有する信号に応じて
インダクタ成分となり、前記第２インピーダンス部は、前記所定の周波数より低い周波数
を有する信号に応じてキャパシタ成分となり、前記インダクタ成分と前記キャパシタ成分
は、前記所定の周波数より低い周波数を有する信号において共振する、請求項１に記載の
アンテナ装置。
【請求項５】
　前記第１インピーダンス部は、前記所定の周波数より高い周波数を有する信号に応じて
キャパシタ成分となり、前記第２インピーダンス部は、前記所定の周波数より高い周波数
を有する信号に応じてインダクタ成分となり、前記キャパシタ成分と前記インダクタ成分
は、前記所定の周波数より高い周波数を有する信号において共振する、請求項１に記載の
アンテナ装置。
【請求項６】
　前記放射金属に直列に連結される第３インピーダンス部と第４インピーダンス部とをさ
らに含むが、前記第３インピーダンス部は、前記所定の周波数に応じて開放され、前記第
４インピーダンス部は、前記所定の周波数に応じて短絡する、請求項１に記載のアンテナ
装置。
【請求項７】
　前記第３インピーダンス部は、第３インダクタと第３キャパシタとが並列に連結される
、請求項６に記載のアンテナ装置。
【請求項８】
　前記第４インピーダンス部は、第４インダクタと第４キャパシタとが直列に連結される
、請求項７に記載のアンテナ装置。
【請求項９】
　前記第３インピーダンス部は、前記所定の周波数より低い周波数を有する信号に応じて
インダクタ成分となり、前記第４インピーダンス部は、前記所定の周波数より低い周波数
を有する信号に応じてキャパシタ成分となり、前記インダクタ成分と前記キャパシタ成分
は、前記所定の周波数より低い周波数を有する信号において共振する、請求項６に記載の
アンテナ装置。
【請求項１０】
　前記第３インピーダンス部は、前記所定の周波数より高い周波数を有する信号に応じて
キャパシタ成分となり、前記第４インピーダンス部は、前記所定の周波数より高い周波数
を有する信号に応じてインダクタ成分となり、前記インダクタ成分と前記キャパシタ成分
は、前記所定の周波数より高い周波数を有する信号において共振する、請求項６に記載の
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アンテナ装置。
【請求項１１】
　前記放射金属は、前記所定の周波数より低い低域周波数帯の信号に応じて共振する第１
放射金属と、前記所定の周波数より高い高域周波数帯の信号に応じて共振する第２放射金
属とを含む、請求項１に記載のアンテナ装置。
【請求項１２】
　放射金属と、
　一端が前記放射金属に連結される第３インピーダンス部と、
　一端が前記第３インピーダンス部に連結される第４インピーダンス部と、
を含むが、
　前記第３インピーダンス部は、所定の周波数に応じて開放され、前記第４インピーダン
ス部は、前記所定の周波数に応じて短絡する、アンテナ装置。
【請求項１３】
　前記第３インピーダンス部は、第３インダクタと第３キャパシタとが並列に連結される
、請求項１２に記載のアンテナ装置。
【請求項１４】
　前記第４インピーダンス部は、第４インダクタと第４キャパシタとが直列に連結される
、請求項１２に記載のアンテナ装置。
【請求項１５】
　前記第３インピーダンス部は、前記所定の周波数より低い周波数を有する信号に応じて
インダクタ成分となり、前記第４インピーダンス部は、前記所定の周波数より低い周波数
を有する信号に応じてキャパシタ成分となり、前記インダクタ成分と前記キャパシタ成分
は、前記所定の周波数より低い周波数を有する信号において共振する、請求項１２に記載
のアンテナ装置。
【請求項１６】
　前記第３インピーダンス部は、前記所定の周波数より高い周波数を有する信号に応じて
キャパシタ成分となり、前記第４インピーダンス部は、前記所定の周波数より高い周波数
を有する信号に応じてインダクタ成分となり、前記インダクタ成分と前記キャパシタ成分
は、前記所定の周波数より高い周波数を有する信号において共振する、請求項１２に記載
のアンテナ装置。
【請求項１７】
　前記放射金属と接地との間に連結され、周波数によってインピーダンス値が変更される
が、所定の周波数に応じて共振することにより前記放射金属と前記接地との間が開放され
るようにする第１インピーダンス部と、
　前記放射金属と前記接地との間に連結され、周波数によってインピーダンス値が変更さ
れるが、前記所定の周波数に応じて共振することにより前記放射金属と前記接地との間が
短絡されるようにする第２インピーダンス部と、
を含む、請求項１２に記載のアンテナ装置。
【請求項１８】
　前記放射金属は、前記所定の周波数より低い低域周波数帯の信号に応じて共振する第１
放射金属と、前記所定の周波数より高い高域周波数帯の信号に応じて共振する第２放射金
属とを含む、請求項１２に記載のアンテナ装置。
　
　
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アンテナ装置に関するもので、より詳しくは、低周波数バンドと高周波数バ
ンドを広帯域化することができるアンテナ装置に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　移動通信加入者は毎年増加しており、移動通信技術も発展している。移動通信機器は、
コード分割多重接続（ＣＤＭＡ、Ｃｏｄｅ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｃｃ
ｅｓｓ）、広帯域符号分割多重接続（ＷＣＤＭＡ（登録商標）、Ｗｉｄｅｂａｎｄ Ｃｏ
ｄｅ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｃｃｅｓｓ）に続いて最近、ロング・ター
ム・エボリューション（ＬＴＥ、Ｌｏｎｇ Ｔｅｒｍ Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）方式を移動通
信規格として使用しており、衛星位置確認システム（ＧＰＳ、Ｇｌｏｂａｌ Ｐｏｓｉｔ
ｉｏｎｉｎｇ Ｓｙｓｔｅｍ）とワイファイ（Ｗｉ－Ｆｉ）を利用するようにしている。
【０００３】
　スマートフォンのような移動通信装置は、外付けアンテナより内蔵アンテナがより好ま
れている。内臓アンテナとしては、逆Ｆアンテナ（Ｉｎｖｅｒｔｅｄ Ｆ ａｎｔｅｎｎａ
）、平板逆Ｆアンテナ（Ｐｌａｎａｒ ｉｎｖｅｒｔｅｄ Ｆ ａｎｔｅｎｎａ）、逆Ｌア
ンテナ（Ｉｎｖｅｒｔｅｄ Ｌ ａｎｔｅｎｎａ）、平板逆Ｌアンテナ（Ｐｌａｎａｒ ｉ
ｎｖｅｒｔｅｄ Ｌ ａｎｔｅｎｎａ）などがある。
【０００４】
　また、スマートフォンは多機能化の傾向に伴い、さまざまな周波数バンドの信号を処理
できなければならないため、低周波数の信号と高周波数の信号に最適化し、信号の送受信
時に信号の伝送損失を最小化することが必要である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の実施形態の目的は、信号の送受信時に信号の伝送損失を最小化して送受信する
アンテナ装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第１側面は、放射金属と、放射金属と接地との間に連結され、周波数によって
インピーダンス値が変更されるが、所定の周波数に応じて共振することにより放射金属と
接地との間が開放されるようにする第１インピーダンス部と、放射金属と接地との間に連
結され、周波数によってインピーダンス値が変更されるが、所定の周波数に応じて共振す
ることにより放射金属と接地との間が短絡されるようにする第２インピーダンス部と、を
含むアンテナ装置を提供するものである。
【０００７】
　付加的に、前記第１インピーダンス部は、第１インダクタと第１キャパシタが並列に連
結されるアンテナ装置を提供するものである。
【０００８】
　付加的に、前記第２インピーダンス部は、第２インダクタと第２キャパシタが直列に連
結されるアンテナ装置を提供するものである。
【０００９】
　付加的に、前記第１インピーダンス部は、所定の周波数より低い周波数を有する信号に
応じてインダクタ成分となり、第２インピーダンス部は、所定の周波数より低い周波数を
有する信号に応じてキャパシタ成分となり、インダクタ成分とキャパシタ成分は、所定の
周波数より低い周波数を有する信号において共振するアンテナ装置を提供するものである
。
【００１０】
　付加的に、前記第１インピーダンス部は、所定の周波数より高い周波数を有する信号に
応じてキャパシタ成分となり、第２インピーダンス部は、所定の周波数より高い周波数を
有する信号に応じてインダクタ成分となり、キャパシタ成分とインダクタ成分は、所定の
周波数より高い周波数を有する信号において共振するアンテナ装置を提供するものである
。
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【００１１】
　付加的に、放射金属に直列に連結される第３インピーダンス部と第４インピーダンス部
とをさらに含むが、第３インピーダンス部は、所定の周波数に応じて開放され、第４イン
ピーダンス部は、所定の周波数に応じて短絡するアンテナ装置を提供するものである。
【００１２】
　付加的に、前記第３インピーダンス部は、第３インダクタと第３キャパシタとが並列に
連結されるアンテナ装置を提供するものである。
【００１３】
　付加的に、前記第４インピーダンス部は、第４インダクタと第４キャパシタとが直列に
連結されるアンテナ装置を提供するものである。
【００１４】
　付加的に、前記第３インピーダンス部は、所定の周波数より低い周波数を有する信号に
応じてインダクタ成分となり、第４インピーダンス部は、所定の周波数より低い周波数を
有する信号に応じてキャパシタ成分となり、インダクタ成分とキャパシタ成分は、所定の
周波数より低い周波数を有する信号において共振するアンテナ装置を提供するものである
。
【００１５】
　付加的に、前記第３インピーダンス部は、所定の周波数より高い周波数を有する信号に
応じてキャパシタ成分となり、第４インピーダンス部は、所定の周波数より高い周波数を
有する信号に応じてインダクタ成分となり、インダクタ成分とキャパシタ成分は、所定の
周波数より高い周波数を有する信号において共振するアンテナ装置を提供するものである
。
【００１６】
　付加的に、前記放射金属は、所定の周波数より低い低域周波数帯の信号に応じて共振す
る第１放射金属と、所定の周波数より高い高域周波数帯の信号に応じて共振する第２放射
金属とを含むアンテナ装置を提供するものである。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の実施形態によるアンテナ装置によると、低周波数帯域と高周波数帯域を広帯域
化することができ、高周波数信号と低周波数信号の送受信時に発生し得る伝送損失を最小
化することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明によるアンテナ装置の一実施形態を示す回路図である。
【図２ａ】図１に示されたアンテナ装置に伝達される信号による等価回路図である。
【図２ｂ】図１に示されたアンテナ装置に伝達される信号による等価回路図である。
【図２ｃ】図１に示されたアンテナ装置に伝達される信号による等価回路図である。
【図３ａ】図１に示されたアンテナ装置に伝達される任意の信号の周波数に対する整合特
性を表わす図面である。
【図３ｂ】図１に示されたアンテナ装置に伝達される任意の信号の周波数に対する整合特
性を表わす図面である。
【図４ａ】図３ａに対応するスミスチャートを表わす図面である。
【図４ｂ】図３ｂに対応するスミスチャートを表わす図面である。
【図５】本発明によるアンテナ装置の他の一実施形態を示す回路図である。
【図６ａ】図５に示されたアンテナ装置に伝達される信号による等価回路図である。
【図６ｂ】図５に示されたアンテナ装置に伝達される信号による等価回路図である。
【図６ｃ】図５に示されたアンテナ装置に伝達される信号による等価回路図である。
【図７】図５に示されたアンテナ装置に伝達される任意の信号の周波数に対する整合特性
を表わす図面である。
【図８】図７に対応するスミスチャートを表わす図面である。
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【図９】本発明によるアンテナ装置の構造を示す構造図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　後述する本発明に対する詳細な説明は、本発明を実施することができる特定の実施形態
を例示として図示する添付の図面を参照する。これらの実施形態は、当業者が本発明を実
施するのに十分なように詳しく説明する。本発明の多様な実施形態は互いに異なるが、相
互に排他的である必要はないことが理解されなければならない。例えば、ここに記載され
ている特定形状、構造及び特性は、一実施形態に関連して本発明の精神及び範囲を外れな
いながらも、他の実施形態で具現することができる。また、それぞれの開示された実施形
態内の個別の構成要素の位置又は配置は、本発明の精神及び範囲を外れないながらも変更
できることが理解されなければならない。したがって、後述する詳細な説明は、限定的な
意味として取ろうとするのではなく、本発明の範囲は、適切に説明されるならば、その請
求項が主張するのと均等なすべての範囲とともに添付された請求項によってのみ限定され
る。図面において類似の参照符号は様々な側面にわたって同一もしくは類似の機能を指し
示す。
【００２０】
　以下、添付される図面を参照して本発明の実施形態によるインピーダンスマッチング回
路を説明する。
【００２１】
　図１は、本発明によるアンテナ装置の一実施形態を示す回路図であり、図２ａないし図
２ｃは、図１に示されたアンテナ装置に伝達される信号による等価回路図である。図２ａ
は、放射金属に所定の周波数を有する信号が伝達される時のアンテナ装置の等価回路図で
あり、図２ｂは、放射金属に所定の周波数より高い周波数を有する信号が伝達される時の
アンテナ装置の等価回路図であり、図２ｃは、放射金属に所定の周波数より低い周波数を
有する信号が伝達される時のアンテナ装置の等価回路図である。
【００２２】
　図１を参照すると、アンテナ装置１００は、放射金属１１０、放射金属１１０と接地Ｇ
ＮＤとの間に連結され、周波数によってインピーダンス値が変更されるが、所定の周波数
に応じて共振することにより放射金属１１０と接地ＧＮＤとの間が開放されるようにする
第１インピーダンス部１２０、及び放射金属１１０と接地ＧＮＤとの間に連結され、周波
数によってインピーダンス値が変更されるが、所定の周波数に応じて共振することにより
放射金属１１０と接地ＧＮＤとの間が短絡されるようにする第２インピーダンス部１３０
、を含んでもよい。
【００２３】
　アンテナ装置は、一つの放射金属１１０において、低域帯に属する信号と高域帯に属す
る信号とが共振することができる。また、アンテナ装置１００は、二つの放射金属１１０
において、それぞれ低域帯に属する信号と高域帯に属する信号とを送受信することができ
る。そして、放射金属１１０において低域帯周波数バンドに属する信号と高域帯周波数バ
ンドに属する信号とが共振できるようにするために、放射金属１１０と接地ＧＮＤとの間
に第１インピーダンス部１２０と第２インピーダンス部１３０とが並列に連結されてもよ
い。第１インピーダンス部１２０と第２インピーダンス部１３０はそれぞれ放射金属１１
０に伝達される信号の周波数に応じてインピーダンス値が変更されてもよい。また、第１
インピーダンス部１２０と第２インピーダンス部１３０はそれぞれ所定の周波数に応じて
共振することができる。
【００２４】
　放射金属１１０で所定の周波数を有する信号が送受信されるとき、第１インピーダンス
部１２０と第２インピーダンス部１３０はそれぞれ所定の周波数に応じて共振することが
できる。第１インピーダンス部１２０において送受信される信号が共振すると、第１イン
ピーダンス部１２０のインピーダンスが無限大になり、第２インピーダンス部１３０にお
いて送受信される信号が共振すると、第２インピーダンス部１３０のインピーダンスは０
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になってもよい。第１インピーダンス部１２０のインピーダンスが無限大になり、第２イ
ンピーダンス部１３０のインピーダンスが０になると、アンテナ装置１００は、図２ａに
示されているように、放射金属１１０は接地ＧＮＤに連結されてもよい。したがって、放
射金属１１０に送受信される信号は接地ＧＮＤに伝達されるようになり、アンテナ装置１
００と連結されている外部装置（図示せず）に信号が伝達されないようになってもよい。
【００２５】
　そして、放射金属１１０に所定の周波数より周波数が高い高域帯に属する信号が送受信
されると、アンテナ装置１００は図２ｂに示されているように、第１インピーダンス部１
２０はキャパシタ成分ＣＨ１を有してもよく、第２インピーダンス部１３０はインダクタ
成分ＬＨ１を有してもよい。放射金属１１０に送受信される高域帯信号のうち特定の高域
帯信号は、第１インピーダンス部１２０のキャパシタ成分ＣＨ１と第２インピーダンス部
１３０のインダクタ成分ＬＨ１とによって共振することができる。
【００２６】
　また、放射金属に所定の周波数より周波数が低い低域帯に属する信号が送受信されると
き、アンテナ装置１００は、図２ｃに示されているように、第１インピーダンス部１２０
はインダクタ成分ＬＬ１を有してもよく、第２インピーダンス部１３０はキャパシタ成分
ＣＬ１を有してもよい。放射金属１１０に送受信される低域帯信号のうち特定の低域帯信
号は、第１インピーダンス部１２０のインダクタ成分ＬＬ１と第２インピーダンス部１３
０のキャパシタ成分ＣＬ１とによって共振することができる。
【００２７】
　第１インピーダンス部１２０と第２インピーダンス部１３０は、放射金属１１０に送受
信される信号に応じてそれぞれインピーダンス成分の値が変更されてもよい。したがって
、放射金属１１０に高域帯に属する信号が送受信される時に第１インピーダンス部１２０
と第２インピーダンス部１３０とが有するインピーダンス値と、低域帯に属する信号が放
射金属１１０に送受信される時に第１インピーダンス部１２０と第２インピーダンス部１
３０とが有するインピーダンス値とは、異なってもよい。第１インピーダンス部１２０と
第２インピーダンス部１３０の数は一つずつ示されているが、これに限定される訳ではな
く、第１インピーダンス部１２０の数と第２インピーダンス部１３０はそれぞれ複数個が
備えられてもよい。
【００２８】
　そして、第１インピーダンス部１２０と第２インピーダンス部１３０のインピーダンス
成分の値が放射金属１１０に送受信される周波数によって変更されてもよいため、第１イ
ンピーダンス部１２０と第２インピーダンス部１３０によって放射金属１１０に高域帯に
属する信号が送受信される時に共振されてもよく、低域帯に属する信号が送受信される時
も共振されてもよい。一例として、放射金属１１０において共振する低域帯信号は８５０
ＭＨｚを有する信号であってもよく、高域帯信号は１８５０ＭＨｚ帯の信号であってもよ
い。また、所定の周波数は、低域帯信号の周波数と高域帯の周波数の平均周波数を用いる
ことができる。しかし、これに限定される訳ではなく、低域帯信号の周波数と高域帯信号
の周波数の平均に近い周波数を用いることが可能である。例えば、低域帯信号の周波数が
８５０ＭＨｚであり、高域帯信号の周波数が１８５０ＭＨｚであれば、所定の周波数は１
２５０ＭＨｚであってもよい。
【００２９】
　一実施形態において、第１インピーダンス部１２０はインダクタＬ１１とキャパシタＣ

１１が並列に連結されており、第２インピーダンス部１３０は、インダクタＬ２１とキャ
パシタＣ２１が直列に連結されている。
【００３０】
　したがって、アンテナ装置１００は、高域帯信号に応じて共振することができ、低域帯
信号に応じて共振することができ、高周波信号と低周波信号を広帯域化することができる
。
【００３１】
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　図３ａ及び図３ｂは、図１に示されたアンテナ装置に伝達される任意の信号の周波数に
対する整合特性を表わす図面であり、図４ａは図３ａに対応するスミスチャートを表わし
、図４ｂは、図３ｂに対応するスミスチャートを表わす。図３ａは、放射金属のａ地点で
信号の周波数に対する整合特性を表わし、図３ｂは、放射金属のｂ地点で信号の周波数に
対する整合特性を表わす。
【００３２】
　図１に示された放射金属１１０に、７００ＭＨｚから２３００ＭＨｚの間の周波数を有
する信号が送受信されるとき、図１のａ地点（ａ）において周波数と整合特性は、図３ａ
に示されているように表わされてもよい。また、スミスチャートは図４ａに示されている
ように表わされる。すなわち、放射金属１１０に８５０ＭＨｚ程度の周波数を有する信号
が伝達される時と、放射金属１１０に１８５０ＭＨｚ程度の信号が伝達されるとき、それ
ぞれ一つのポール（Ｐｏｌｅ）が形成されることが分かる。したがって、放射金属１１０
に８５０ＭＨｚ程度の周波数を有する信号と１８５０ＭＨｚ程度の周波数を有する信号と
が送受信されるとき、伝送損失が最も少なく発生し得ることが分かる。そして、周波数が
１２５０ＭＨｚであれば、整合が成されないことが分かる。そして、図１のｂ地点（ｂ）
において周波数と利得関係は、図３ｂに示されているように表わされてもよい。また、ス
ミスチャートは図４ｂに示されているように表わされる。図３ｂと図４を用いて周波数と
利得を詳しくみてみると、放射金属１１０に約７９０ＭＨｚ～９８０ＭＨｚ程度の周波数
を有する信号が伝達される時と放射金属１１０に１７００ＭＨｚ～２１００ＭＨｚ程度の
信号が伝達される時、それぞれ２つのポール（Ｐｏｌｅ）が形成されることが分かる。す
なわち、第１インピーダンス部１２０と第２インピーダンス部１３０によって低域帯周波
数と高域帯周波数においてそれぞれ２つのポールが発生され得るようになる。これにより
、伝送損失が少ない周波数範囲が広くなり、広帯域化して信号を送受信することができる
。そして、周波数が１２５０ＭＨｚであれば、放射金属に送受信される信号が接地に伝達
されて整合が成されないことが分かる。
【００３３】
　図５は、本発明によるアンテナ装置の他の一実施形態を示す回路図である。図６ａない
し図６ｃは、図５に示されたアンテナ装置に伝達される信号による等価回路図である。図
６ａは、放射金属に所定の周波数を有する信号が伝達される時のアンテナ装置の等価回路
図であり、図６ｂは、放射金属に所定の周波数より高い周波数を有する信号が伝達される
時のアンテナ装置の等価回路図であり、図６ｃは、放射金属に所定の周波数より低い周波
数を有する信号が伝達される時のアンテナ装置の等価回路図である。
【００３４】
　図５を参照すると、アンテナ装置２００は、放射金属２１０と、放射金属２１０と接地
ＧＮＤとの間に連結され、周波数によってインピーダンス値が変更されるが、所定の周波
数に応じて共振することにより放射金属２１０と接地ＧＮＤとの間が開放されるようにす
る第１インピーダンス部２２０と、放射金属２１０と接地ＧＮＤの間に連結され、周波数
によってインピーダンス値が変更されるが、所定の周波数に応じて共振されることにより
放射金属２１０と接地ＧＮＤとの間が短絡されるようにする第２インピーダンス部２３０
と、放射金属２１０に直列に連結され、所定の周波数に応じて開放される第３インピーダ
ンス部２４０と、所定の周波数に応じて短絡される第４インピーダンス部２５０とを含ん
でもよい。
【００３５】
　図５に示されたアンテナ装置２００は、放射金属２１０に直列に連結されている第３イ
ンピーダンス部２４０と第４インピーダンス部２５０とをさらに含むことが、図１に示さ
れたアンテナ装置１００と異なる相違点である。ここでは、図１に示されたアンテナ装置
１００と異なる相違点に対してのみ説明する。
【００３６】
　そして、放射金属２１０に所定の周波数を有する信号が送受信されると、第３インピー
ダンス部２４０は共振によってインピーダンスが無限大になり、第４インピーダンス部２
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５０は共振によってインピーダンスが０になることによって、アンテナ装置２００は図６
ａのように示されてもよい。すなわち、第３インピーダンス部２４０によって放射金属２
１０が途切れているのと同様になってもよい。したがって、第２インピーダンス部２３０
によって放射金属２１０が接地ＧＮＤと連結されるようにし、第３インピーダンス部２４
０によって放射金属２１０が外部機器（図示せず）と途切れている状態となるため、放射
金属２１０には信号が送受信されず、アンテナ装置２００と連結されている外部機器へ放
射金属２１０に送受信される信号は送受信されなくてもよい。
【００３７】
　そして、放射金属２１０に所定の周波数より周波数が高い高域帯に属する信号が送受信
されると、第１インピーダンス部２２０と第３インピーダンス部２４０はそれぞれキャパ
シタ成分ＣＨ２、ＣＨ３を有してもよく、第２インピーダンス部２３０と第４インピーダ
ンス部２５０はそれぞれインダクタ成分ＬＨ２、ＬＨ３を有してもよく、アンテナ装置１
００は図６ｂのように示されてもよい。したがって、第３インピーダンス部２４０と第４
インピーダンス部２５０は、放射金属２１０に直列に連結されてもよい。そして、放射金
属２１０に直列に連結されている第３インピーダンス部２４０のキャパシタ成分ＣＨ３と
第４インピーダンス部２５０のインダクタ成分ＬＨ３によって放射金属２１０に送受信さ
れる高域帯信号は共振するようになり、放射金属２１０に送受信される高域帯信号は第３
インピーダンス部２４０と第４インピーダンス部２５０とをバイパスすることができる。
【００３８】
　また、放射金属２１０に所定の周波数より周波数が低い低域帯に属する信号が送受信さ
れると、第１インピーダンス部２２０と第３インピーダンス部２４０はインダクタ成分を
有してもよく、第２インピーダンス部２３０と第４インピーダンス部２５０はキャパシタ
成分を有してもよく、アンテナ装置２００は図６ｃのように示されてもよい。第３インピ
ーダンス部２４０と第４インピーダンス部２５０は放射金属２１０に直列に連結されても
よい。そして、放射金属２１０に直列に連結されている第３インピーダンス部２４０のイ
ンダクタ成分ＬＬ３と第４インピーダンス部２５０のキャパシタ成分ＣＬ３によって放射
金属２１０に送受信される低域帯信号は共振することになり、放射金属２１０に送受信さ
れる低域帯信号は第３インピーダンス部２４０と第４インピーダンス部２５０とをバイパ
スすることができる。第３インピーダンス部２４０と第４インピーダンス部２５０の数は
一つずつ示されているが、これに限定される訳ではなく、第３インピーダンス部２４０と
第４インピーダンス部２５０の数はそれぞれ複数個が備えられてもよい。
【００３９】
　一実施形態において、第３インピーダンス部２４０はインダクタＬ３１とキャパシタＣ

３１とが並列に連結されており、第４インピーダンス部２５０はインダクタＬ４１とキャ
パシタＣ４１とが直列に連結されてもよい。また、低域帯信号は８５０ＭＨｚを有する信
号であってもよく、高域帯信号は１８５０ＭＨｚ帯の信号であってもよい。また、所定の
周波数は１２５０ＭＨｚであってもよい。
【００４０】
　したがって、アンテナ装置２００は、高域帯信号に応じて共振することができ、低域帯
信号に応じて共振することができて、高周波信号と低周波信号を広帯域化することができ
る。
【００４１】
　上記の説明において、第１インピーダンス部２２０、第２インピーダンス部２３０、第
３インピーダンス部２４０、及び第４インピーダンス部２５０がすべて放射金属２１０に
連結されていることが示されているが、これに限定される訳ではなく、第１インピーダン
ス部２２０と第２インピーダンス部２３０のみ放射金属２１０に連結されてもよく、第３
インピーダンス部２４０と第４インピーダンス部２５０のみ放射金属２１０に連結されて
もよい。
【００４２】
　図７は、図５に示されたアンテナ装置に伝達される任意の信号の周波数に対する整合特
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性を表わす図面であり、図８は、図７に対応するスミスチャートを表わす。
【００４３】
　図７及び図８を参照すると、図５に示された放射金属２１０に７００ＭＨｚから２３０
０ＭＨｚの間の周波数を有する信号が送受信されると、ｃ地点（ｃ）において周波数と利
得の関係は図７に示されているように表わすことができる。また、スミスチャートは、図
８に示されているように表わされる。放射金属２１０に８５０ＭＨｚ程度の周波数を有す
る信号が送受信される時と放射金属２１０に１８５０ＭＨｚ程度の信号が送受信される時
、それぞれポール（Ｐｏｌｅ）が形成されることが分かる。一つのポールにおいて、伝送
損失を最小化できる周波数の範囲が非常に広くなって、放射金属１１０に送受信される信
号の伝送損失を最小化できる周波数の範囲が非常に広くなり得るようになる。したがって
、広帯域化が成されたことが分かる。そして、周波数が１２５０ＭＨｚであれば、信号が
接地に伝達されて整合が成されないことが分かる。
【００４４】
　図９は、本発明によるアンテナ装置の構造を示す構造図である。
【００４５】
　図９を参照すると、アンテナ装置１０００は、基板１１００上に電極１２００が形成さ
れて接地として使用されてもよい。そして、基板１１００上において一つの方向に第１放
射金属１３００が形成され、第１放射金属１３００が形成された方向と垂直の方向に第２
放射金属１４００が形成されてもよい。第１放射金属１３００が第２放射金属１４００よ
り長さがさらに長くてもよい。第１放射金属１３００、第２放射金属１４００、及び電極
１１００は、フィード（ｆｅｅｄ）１５００に連結されてもよい。第１放射金属１３００
は低域帯周波数を有する信号が送受信されてもよく、第２放射金属１４００は高域帯周波
数を有する信号が送受信されてもよい。低域帯周波数を有する信号の周波数は８５０ＭＨ
ｚであってもよく、高域帯周波数を有する信号の周波数は１８５０ＭＨｚであってもよい
。また、第１放射金属１３００と電極１２００との間の間隔ｄ１は８ｍｍであってもよく
、第２放射金属１４００と電極１２００との間の間隔ｄ２は３ｍｍであってもよい。
【００４６】
　また、ここで、アンテナ装置を平板逆Ｌアンテナを基準に説明したが、アンテナ装置が
ここに限定される訳ではない。
【００４７】
　以上において、実施形態に説明された特徴、構造、効果などは、本発明の一つの実施形
態に含まれ、必ずしも一つの実施形態にのみ限定される訳ではない。さらに、各実施形態
において例示された特徴、構造、効果などは、実施形態が属する分野における通常の知識
を有する者によって、他の実施形態についても組み合わせ又は併合されて実施可能である
。したがって、このような組み合わせと変形に係る内容は、本発明の範囲に含まれるもの
と解釈されるべきである。
【００４８】
　また、以上において実施形態を中心に説明したが、これは単に例示にすぎず、本発明を
限定する訳ではなく、本発明が属する分野における通常の知識を有する者であれば、本実
施形態の本質的な特徴を外れない範囲で、以上において例示されない様々な変形と応用が
可能であることが分かるはずである。例えば、実施形態に具体的に示された各構成要素は
、変形して実施することができる。そして、このような変形と応用に係る相違点は、添付
の特許請求の範囲において規定する本発明の範囲に含まれるものと解釈されるべきである
。
【符号の説明】
【００４９】
１００　　　アンテナ装置
１１０　　　放射金属
１２０　　　第１インピーダンス部
１３０　　　第２インピーダンス部



(11) JP 2015-89129 A 2015.5.7

ＧＮＤ　　　接地
　　
　　

【図１】

【図２ａ】

【図２ｂ】

【図２ｃ】

【図３ａ】

【図３ｂ】



(12) JP 2015-89129 A 2015.5.7

【図４ａ】

【図４ｂ】

【図５】

【図６ａ】

【図６ｂ】

【図６ｃ】

【図７】

【図８】

【図９】



(13) JP 2015-89129 A 2015.5.7

10

20

フロントページの続き

(74)代理人  100137213
            弁理士　安藤　健司
(74)代理人  100143823
            弁理士　市川　英彦
(74)代理人  100146318
            弁理士　岩瀬　吉和
(74)代理人  230105223
            弁護士　城山　康文
(72)発明者  キム・ボムギェム
            大韓民国、ギョンギ－ド・４６３－４００、ソンナム－シ、ブンダン－グ、ダエワンパンギョ－ロ
            ・６４４・ベオン－ギル・４９、ダサン・タワー・３エフ
(72)発明者  イ・テヨプ
            大韓民国、ギョンギ－ド・４６３－４００、ソンナム－シ、ブンダン－グ、ダエワンパンギョ－ロ
            ・６４４・ベオン－ギル・４９、ダサン・タワー・３エフ
(72)発明者  ジョ・ユンホ
            大韓民国、ギョンギ－ド・４６３－４００、ソンナム－シ、ブンダン－グ、ダエワンパンギョ－ロ
            ・６４４・ベオン－ギル・４９、ダサン・タワー・３エフ
(72)発明者  キム・ボンギ
            大韓民国、ギョンギ－ド・４６３－４００、ソンナム－シ、ブンダン－グ、ダエワンパンギョ－ロ
            ・６４４・ベオン－ギル・４９、ダサン・タワー・３エフ
Ｆターム(参考) 5J024 AA10  CA01  CA02  CA03  CA04  KA03 
　　　　 　　  5J046 TA03 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

